
JP WO2014/185318 A1 2014.11.20

(57)【要約】
カラーフィルターや色素や液晶化合物等の紫外線劣化を
抑制しつつ、偏光子と偏光子保護フィルムとの密着性良
好な偏光板を有する、画像表示装置を生産性よく提供す
る。
画像表示セル、及び画像表示セルよりも視認側に位置す
る偏光板を有する画像表示装置であって、前記偏光板は
偏光子の両側に偏光子保護フィルムが積層されており、
偏光子保護フィルムの少なくとも一方は、活性エネルギ
ー線硬化性接着剤を介して偏光子と積層されており、画
像表示セルよりも視認側に紫外線吸収性粘着層を有する
ことを特徴とする画像表示装置。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
画像表示セル、及び画像表示セルよりも視認側に位置する偏光板を有する画像表示装置で
あって、
前記偏光板は偏光子の両側に偏光子保護フィルムが積層されており、
偏光子保護フィルムの少なくとも一方は、活性エネルギー線硬化性接着剤を介して偏光子
と積層されており、
画像表示セルよりも視認側に紫外線吸収性粘着層を有することを特徴とする画像表示装置
。
【請求項２】
偏光子保護フィルムの少なくとも一方は低透湿性フィルムであることを特徴とする請求項
１に記載の画像表示装置。
【請求項３】
偏光子保護フィルムの少なくとも一方は、リタデーションが３０００～１５００００ｎｍ
であることを特徴とする請求項１または２に記載の画像表示装置。
【請求項４】
画像表示セルが液晶セルであることを特徴とする請求項１～３いずれかに記載の画像表示
装置。
【請求項５】
画像表示セルと偏光板とが紫外線吸収性粘着層を介して積層されていることを特徴とする
請求項１～４いずれかに記載の画像表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像表示装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）や有機エレクトロルミネッセンス（有機ＥＬ）ディスプレ
イなどの画像表示装置の画像表示セルには、カラー表示を行うために、カラーフィルター
や色素等が用いられるが、カラーフィルターや色素等や液晶化合物は太陽光や蛍光灯など
に含まれる紫外線により劣化し易く、色調が経時的に変化する場合がある。これを防ぐた
めに一般的には画像表示セルより視認側に配置される偏光板に紫外線吸収機能を付与して
いる。偏光板に紫外線吸収機能を持たせるためには、偏光板の偏光子保護フィルムに紫外
線吸収剤を添加する方法、及び偏光子と偏光子保護フィルムを接着する接着剤に紫外線吸
収剤を添加する方法（特許文献１）が採用されている。
【０００３】
　従来、偏光子と偏光子保護フィルムの接着には水系の接着剤が用いられてきたが、近年
活性エネルギー線硬化性の接着剤が提案され（特許文献２）、生産性の面から注目を浴び
ている。しかしながら、偏光子保護フィルムとして紫外線吸収剤を含有するフィルムを用
いる場合には、片面の偏光子保護フィルムは紫外線吸収剤を含まないフィルムを用い、紫
外線吸収剤を含まないフィルム面からのみ紫外線を照射して接着剤を硬化させる必要があ
る。ところが、そのように紫外線を照射すると紫外線の照射面とは反対側の接着層は、偏
光子により光量が半減するため、十分に硬化させるためには過剰の紫外線を照射する必要
がある。また、活性エネルギー線硬化性の接着剤に紫外線吸収剤を添加すると、十分硬化
することが困難であるといった問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭６１－８８２０４号公報
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【特許文献２】特開２００４－２４５９２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記の様な問題を解決し、生産性の高い画像表示装置を提供することを一つの
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　代表的な本発明は、以下の項１～項５に係る発明である。
項１．
画像表示セル、及び画像表示セルよりも視認側に位置する偏光板を有する画像表示装置で
あって、前記偏光板は偏光子の両側に偏光子保護フィルムが積層されており、偏光子保護
フィルムの少なくとも一方は、活性エネルギー線硬化性接着剤を介して偏光子と積層され
ており、画像表示セルよりも視認側に紫外線吸収性粘着層を有することを特徴とする画像
表示装置。
項２．
　偏光子保護フィルムの少なくとも一方は低透湿性フィルムであることを特徴とする項１
に記載の画像表示装置。
項３．
　偏光子保護フィルムの少なくとも一方は、リタデーションが３０００～１５００００ｎ
ｍであることを特徴とする項１または２に記載の画像表示装置。
項４．
　画像表示セルが液晶セルであることを特徴とする項１～３いずれかに記載の画像表示装
置。
項５．
　画像表示セルと偏光板とが紫外線吸収性粘着層を介して積層されていることを特徴とす
る項１～４いずれかに記載の画像表示装置。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の画像表示装置によれば、偏光板とは別に紫外線吸収性粘着層を有するので、カ
ラーフィルターや色素や液晶化合物等の紫外線劣化を抑制しつつ、偏光子と偏光子保護フ
ィルムとの密着性良好な偏光板を有する、画像表示装置を生産性よく提供することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】テレビやコンピューター等のディスプレイを示す模式図である。
【図２】スマートホンやタブレットコンピュータ等のタッチパネル一体型液晶パネルを示
す模式図である。
【図３】スマートホンやタブレットコンピュータ等の液晶セルタッチパネル分離型を示す
模式図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明の画像表示装置は、画像表示セル、及び画像表示セルよりも視認側に位置する偏
光板を有し、前記偏光板は偏光子の両側に偏光子保護フィルムが積層されており、偏光子
保護フィルムの少なくとも一方は、活性エネルギー線硬化性接着剤を介して偏光子と積層
されており、画像表示セルよりも視認側に紫外線吸収性粘着層を有する。
【００１０】
１．画像表示セル
　本発明で画像表示セルとは、画像を表示するための光の放射や変調をになう部分である
。具体的には、電極等を有する２枚の基板の間に液晶化合物を封入した液晶セル、及び電
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極に有機色素を積層させた有機ＥＬセル等を挙げることができる。
【００１１】
２．偏光板及び偏光子保護フィルム
　一般的に、液晶ディスプレイは画像表示セルの両側に偏光板を有する。この場合、視認
側の偏光板を視認側偏光板、光源側の偏光板を光源側偏光板と称する。また、有機ＥＬデ
ィスプレイでは外光が有機ＥＬセルの電極の反射による映り込み低減させるために通常有
機ＥＬセルよりも視認側に偏光板を有する。
【００１２】
　偏光板は、フィルム状の偏光子の両側を２枚の保護フィルム（「偏光子保護フィルム」
という）で挟んだ構造を有する。偏光子は、当該技術分野において使用される任意の偏光
子（又は偏光フィルム）を適宜選択して使用することができる。代表的な偏光子としては
、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）フィルム等にヨウ素等の二色性材料を染着させたもの
を挙げることができるが、これに限定されるものではなく、公知及び今後開発され得る偏
光子を適宜選択して用いることができる。
【００１３】
　ＰＶＡフィルムは、市販品を用いることができ、例えば、「クラレビニロン（(株)クラ
レ製）」、「トーセロビニロン（東セロ(株)製）」、「日合ビニロン（日本合成化学(株)
製）」等を用いることができる。二色性材料としてはヨウ素、ジアゾ化合物、ポリメチン
染料等を挙げることができる。
【００１４】
　偏光子は、任意の手法で得ることができ、例えば、ＰＶＡフィルムを二色性材料で染着
させたものをホウ酸水溶液中で一軸延伸し、延伸状態を保ったまま洗浄及び乾燥を行うこ
とにより得ることができる。一軸延伸の延伸倍率は、通常４～８倍程度であるが特に制限
されない。他の製造条件等は公知の手法に従って適宜設定することができる。
【００１５】
　本書では、画像表示セルよりも視認側に位置する偏光板の偏光子（「視認側偏光子」と
称する）の視認側の保護フィルムを「視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルム」と称す
る。視認側偏光子の光源側の保護フィルムを「視認側偏光子の光源側偏光子保護フィルム
」と称する。
【００１６】
　視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルムの種類は任意であり、従来から保護フィルム
として使用されるフィルムを適宜選択して使用することができる。例えば、ポリエステル
（例えば、ポリエチレンテレフタレート、及びポリエチレンナフタレート等）フィルム、
ポリカーボネートフィルム、ポリスチレンフィルム、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）
フィルム、アクリルフィルム、及び環状オレフィン系フィルム（例えば、ノルボルネン系
フィルム）、ポリプロピレンフィルム、及びポリオレフィン系フィルム（例えば、ＴＰＸ
）などが挙げられる。
【００１７】
　視認側偏光子の光源側偏光子保護フィルム及び光源側偏光子の保護フィルムの種類は任
意であり、従来から保護フィルムとして使用されるフィルムを適宜選択して使用すること
ができる。取り扱い性及び入手の容易性といった観点から、例えば、トリアセチルセルロ
ース（ＴＡＣ）フィルム、アクリルフィルム、及び環状オレフィン系フィルム（例えば、
ノルボルネン系フィルム）、ポリプロピレンフィルム、及びポリオレフィン系フィルム（
例えば、ＴＰＸ）等から成る群より選択される一種以上の複屈折性を有さないフィルムを
用いることが好ましい。
【００１８】
　一実施形態において、視認側偏光子の光源側偏光子保護フィルムは、光学補償機能を有
する光学補償フィルムであることが好ましい。そのような光学補償フィルムは液晶の各方
式に合わせて適宜選択することができ、例えば、トリアセチルセルロース中に液晶化合物
（例えば、ディスコティック液晶化合部及び／又は複屈折性化合物）を分散させた樹脂、
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環状オレフィン樹脂（例えば、ノルボルネン樹脂）、プロピオニルアセテート樹脂、ポリ
カーボネートフィルム樹脂、アクリル樹脂、スチレンアクリロニトリル共重合体樹脂、ラ
クトン環含有樹脂、及びイミド基含有ポリオレフィン樹脂等なら成る群より選択される１
種以上から得られるものを挙げることができる。
【００１９】
　光学補償フィルムは、商業的に入手可能であるため、それらを適宜選択して使用するこ
とも可能である。例えば、ＴＮ方式用の「ワイドビュー－ＥＡ」及び「ワイドビュー－Ｔ
」（富士フイルム社製）、ＶＡ方式用の「ワイドビュー－Ｂ」（富士フイルム社製）、Ｖ
Ａ－ＴＡＣ（コニカミノルタ社製）、「ゼオノアフィルム」（日本ゼオン社製）、「アー
トン」（ＪＳＲ社製）、「Ｘ－ｐｌａｔｅ」（日東電工社製）、並びにＩＰＳ方式用の「
Ｚ－ＴＡＣ」（富士フイルム社製）、「ＣＩＧ」（日東電工社製）、「Ｐ－ＴＡＣ」（大
倉工業社製）等が挙げられる。
【００２０】
　偏光子保護フィルムの厚みは任意であり、例えば、１５～３００μｍの範囲、好ましく
は３０～２００μｍの範囲で適宜設定できる。
【００２１】
　視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルムおよび視認側偏光子の光源側偏光子保護フィ
ルムの少なくともいずれか一方が低透湿性フィルムである場合には、揮発成分のない活性
エネルギー線硬化性接着剤が用いられる場合が多く、本発明を適応する上で好ましい形態
である。中でも視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルムが低透湿性フィルムであると高
温多湿での反りや偏光子機能の低下を抑制できるため好ましい。
【００２２】
　なお、低透湿性フィルムとはＪＩＳ－Ｋ７１２９　Ｂ法に準じて測定した場合、水蒸気
透過度が１５０ｇ／ｍ2・２４ｈｒ以下、好ましくは１００ｇ／ｍ2・２４ｈｒ以下、より
好ましくは５０ｇ／ｍ2・２４ｈｒ以下のフィルムである。
【００２３】
　低透湿性フィルムの素材としては、ポリエステル樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリス
チレン樹脂、シンジオタクチックポリスチレン樹脂、ポリエーテルエーテルケトン樹脂、
ポリフェニレンサルファイド樹脂、シクロオレフィン樹脂等が挙げられる。また、透湿性
フィルムであっても、酸化ケイ素や酸化アルミニウム、またこれらの混合物などの金属酸
化物薄膜を積層させものも低透湿性フィルムの例として挙げられる。
【００２４】
　偏光子保護フィルムは活性エネルギー線硬化性接着剤の硬化性を確保するために、紫外
線吸収剤を含まないことが好ましい。特に、活性エネルギー線硬化性接着剤を使って、偏
光子に貼り合せる側の偏光子保護フィルムには紫外線吸収剤を含まないことが好ましい。
【００２５】
（高リタデーション配向フィルム）
　視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルムは、複屈折を有しないフィルム（例えば、リ
タデーションが１５０ｎｍ以下）であってもよいが、３０００ｎｍ以上１５００００ｎｍ
以下のリタデーションを有するフィルム（高リタデーション配向フィルム）であることが
本発明の好ましい形態の一つである。
【００２６】
　高リタデーション配向フィルムのリタデーションの下限値は、好ましくは４５００ｎｍ
以上、好ましくは６０００ｎｍ以上、好ましくは８０００ｎｍ以上、好ましくは１０００
０ｎｍ以上である。一方、高リタデーション配向フィルムのリタデーションの上限は、そ
れ以上のリタデーションを有するフィルムを用いたとしても更なる視認性の改善効果は実
質的に得られず、またリタデーションの高さに応じては配向フィルムの厚みも上昇する傾
向があるため、薄型化への要請に反し兼ねないという観点から、１５００００ｎｍと設定
されるが、更に高い値とすることもできる。画像表示装置が２枚以上の高リタデーション
配向フィルムを有する場合、それらのリタデーションは同一であっても異なっていても良
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い。
【００２７】
　フィルムのリタデーションの値は、公知の方法に従って、２軸方向の屈折率と厚みを測
定して求めることができる。例えば、ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ（王子計測機器株式会社）
等の市販の自動複屈折測定装置を用いて測定することもできる。いずれの測定方法におい
ても、ナトリウムＤ線の波長である５８９ｎｍにおけるリタデーションが測定される。
【００２８】
　虹斑をより効果的に抑制するという観点から、高リタデーション配向フィルムは、その
リタデーション（Ｒｅ）と厚さ方向リタデーション（Ｒｔｈ）の比（Ｒｅ／Ｒｔｈ）が、
好ましくは０．２以上であり、好ましくは０．５以上、好ましくは０．６以上である。厚
さ方向リタデーションは、フィルム厚さ方向断面から見たときの２つの複屈折△Ｎｘｚ及
び△Ｎｙｚにそれぞれフィルム厚さｄを掛けて得られるリタデーションの平均値を意味す
る。Ｒｅ／Ｒｔｈが大きいほど、複屈折の作用は等方性を増し、画面への虹斑の発生をよ
り効果的に抑制することができる。尚、本書において、単に「リタデーション」と記載す
る場合は、面内リタデーションを意味する。
【００２９】
　Ｒｅ／Ｒｔｈの最大値は２．０（即ち、完全な１軸対称性フィルム）であるが、完全な
１軸対称性フィルムに近づくにつれて配向方向と直交する方向の機械的強度が低下する傾
向がある。よって、ポリエステルフィルムのＲｅ／Ｒｔｈの上限は、好ましくは１．２以
下、好ましくは１．０以下である。上記比率が１．０以下であっても、画像表示装置に求
められる視野角特性（左右１８０度、上下１２０度程度）を満足することが可能である。
【００３０】
（高リタデーション配向フィルムの製造方法）
　高リタデーション配向フィルムは、公知の手法を適宜選択して製造することができる。
例えば、高リタデーション配向フィルムは、ポリエステル樹脂、ポリカーボネート樹脂、
ポリスチレン樹脂、シンジオタクチックポリスチレン樹脂、ポリエーテルエーテルケトン
樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、シクロオレフィン樹脂、液晶性ポリマー樹脂、
及びセルロース系樹脂に液晶化合物を添加した樹脂から成る群より選択される一種以上を
用いて製造することができる。従って、高リタデーション配向フィルムは、ポリエステル
フィルム、ポリカーボネートフィルム、ポリスチレンフィルム、シンジオタクチックポリ
スチレンフィルム、ポリエーテルエーテルケトンフィルム、ポリフェニレンサルファイド
フィルム、シクロオレフィンフィルム、液晶性フィルム、セルロース系樹脂に液晶化合物
が添加されたフィルムであり得る。
【００３１】
　上記の樹脂に、分子鎖中に芳香族系構造を多数有する液晶性高分子化合物、液晶性低分
子化合物や、低分子の縮合多環式化合物（例えば、ナフタレン系化合物）、全芳香族ポリ
エステル等のポリマーやオリゴマーを混合し、これをフィルム延伸することで所定のリタ
デーションを確保することもできる。
【００３２】
　高リタデーション配向フィルムの好ましい原料樹脂は、ポリカーボネート、シンジオタ
クチックポリスチレン、ポリエステルである。これらの樹脂は透明性に優れるとともに、
熱的、機械的特性にも優れており、延伸加工によって容易にリタデーションを制御するこ
とができる。ポリエチレンテレフタレート及びポリエチレンナフタレートに代表されるポ
リエステルは固有複屈折が大きく、フィルムの厚みが薄くても比較的容易に大きなリタデ
ーションが得られるので好ましい。特に、ポリエチレンナフタレートは、ポリエステルの
中でも固有複屈折率が大きいことから、リタデーションを特に高くしたい場合や、リタデ
ーションを高く保ちながらフィルム厚みを薄くしたい場合に好適である。
【００３３】
（ポリエステル製高リタデーション配向フィルムの製造方法）
　以下に、ポリエステルフィルムを例に、高リタデーション配向フィルムの製造方法を説
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明する。ポリエステルフィルムは、任意のジカルボン酸とジオールとを縮合させて得るこ
とができる。ジカルボン酸としては、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、オルトフタ
ル酸、２，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、１，４－ナ
フタレンジカルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、ジフェニルカルボン酸、ジフ
ェノキシエタンジカルボン酸、ジフェニルスルホンカルボン酸、アントラセンジカルボン
酸、１，３－シクロペンタンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，
４－シクロヘキサンジカルボン酸、ヘキサヒドロテレフタル酸、ヘキサヒドロイソフタル
酸、マロン酸、ジメチルマロン酸、コハク酸、３，３－ジエチルコハク酸、グルタル酸、
２，２－ジメチルグルタル酸、アジピン酸、２－メチルアジピン酸、トリメチルアジピン
酸、ピメリン酸、アゼライン酸、ダイマー酸、セバシン酸、スベリン酸、ドデカジカルボ
ン酸等を挙げることができる。
【００３４】
　ジオールとしては、例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール、ヘキサメチ
レングリコール、ネオペンチルグリコール、１，２－シクロヘキサンジメタノール、１，
４－シクロヘキサンジメタノール、デカメチレングリコール、１，３－プロパンジオール
、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサジオール、２，
２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホ
ン等を挙げることができる。
【００３５】
　ポリエステルフィルムを構成するジカルボン酸成分とジオール成分はそれぞれ１種又は
２種以上を用いても良い。ポリエステルフィルムを構成する具体的なポリエステル樹脂と
しては、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブ
チレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等が挙げられ、好ましくはポリエチレ
ンテレフタレート及びポリエチレンナフタレートであり、より好ましくはポリエチレンテ
レフタレートである。ポリエステル樹脂は他の共重合成分を含んでも良く、機械強度の点
からは共重合成分の割合は３モル％以下が好ましく、より好ましくは２モル％以下、更に
好ましくは１．５モル％以下である。これらの樹脂は透明性に優れるとともに、熱的、機
械的特性にも優れる。また、これらの樹脂は、延伸加工によって容易にリタデーションを
制御することができる。
【００３６】
　ポリエステルの固有粘度は、０．５以上であることが好ましく、製膜安定性、耐破断性
等の観点から、好ましくは０．６ｄｌ/ｇ以上、より好ましくは０．６５ｄｌ/g以上、さ
らにより好ましくは０．７ｄｌ/ｇ以上である。特に、フィルム厚みを薄くしつつフィル
ムの機械強度を高める観点から固有粘度は高いほうが好ましい。一方、固有粘度が高いと
押出性等の問題が生じるおそれがあるので１．０ｄｌ/g以下が好ましく、より好ましくは
０．９ｄｌ/g以下である。
【００３７】
　ポリエステルフィルムは、一般的な製造方法に従って得ることができる。具体的には、
ポリエステル樹脂を溶融し、シート状に押出し成形された無配向ポリエステルをガラス転
移温度以上の温度において、ロールの速度差を利用して縦方向に延伸した後、テンターに
より横方向に延伸し、熱処理を施すことにより配向ポリエステルフィルムを得ることがで
きる。ポリエステルフィルムは、一軸延伸フィルムであっても、二軸延伸フィルムであっ
ても良い。
【００３８】
　ポリエステルフィルムを得るための製造条件は、公知の手法に従って適宜設定すること
が出来る。例えば、縦延伸温度及び横延伸温度は、通常８０～１３０℃であり、好ましく
は９０～１２０℃である。縦延伸倍率は、通常１．０～３．５倍であり、好ましくは１．
０倍～３．０倍である。また、横延伸倍率は、通常２．５～６．０倍であり、好ましくは
３．０～５．５倍である。
【００３９】
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　リタデーションを特定範囲に制御することは、延伸倍率や延伸温度、フィルムの厚みを
適宜設定することにより行うことができる。例えば、縦延伸と横延伸の延伸倍率差が高い
ほど、延伸温度が低いほど、フィルムの厚みが厚いほど高いリタデーションを得やすくな
る。逆に、縦延伸と横延伸の延伸倍率差が低いほど、延伸温度が高いほど、フィルムの厚
みが薄いほど低いリタデーションを得やすくなる。また、延伸温度が高いほど、トータル
延伸倍率が低いほど、リタデーションと厚さ方向リタデーションの比（Ｒｅ／Ｒｔｈ）が
低いフィルムが得やすくなる。逆に、延伸温度が低いほど、トータル延伸倍率が高いほど
、リタデーションと厚さ方向リタデーションの比（Ｒｅ／Ｒｔｈ）が高いフィルムが得ら
れる。更に、熱処理温度は、通常１４０～２４０℃が好ましく、より好ましくは１８０～
２４０℃である。
【００４０】
　ポリエステルフィルムにおけるリタデーションの変動を抑制する為には、フィルムの厚
み斑が小さいことが好ましい。リタデーション差をつけるために縦延伸倍率を低くすると
、縦厚み斑の値が高くなる場合がある。縦厚み斑の値は延伸倍率のある特定の範囲で非常
に高くなる領域があるため、そのような範囲を外すように製膜条件を設定することが望ま
しい。
【００４１】
　配向ポリエステルフィルムの厚み斑は５．０％以下であることが好ましく、４．５％以
下であることがさらに好ましく、４．０％以下であることがよりさらに好ましく、３．０
％以下であることが特に好ましい。フィルムの厚み斑は、任意の手段で測定することがで
きる。例えば、フィルムの流れ方向に連続したテープ状サンプル（長さ３ｍ）を採取し、
市販される測定器（例えば、（株）セイコー・イーエム製電子マイクロメータ　ミリトロ
ン１２４０）を用いて、１ｃｍピッチで１００点の厚みを測定し、厚みの最大値（ｄｍａ
ｘ）、最小値（ｄｍｉｎ）、平均値（ｄ）を求め、下記式にて厚み斑（％）を算出するこ
とができる。
厚み斑（％）＝（（ｄｍａｘ－ｄｍｉｎ）／ｄ）×１００
【００４２】
　視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルムが高リタデーション配向フィルムである場合
、高リタデーション配向フィルムの主配向軸と視認側偏光子の偏光軸とが形成する角度（
高リタデーション配向フィルムと偏光子とが同一平面上にあると仮定する）は、任意であ
る。従来からの延伸機をそのまま用いて製造できるという点では略０度または略９０度で
あることが好ましい。また、偏光サングラスを通して画像を観察した際に色ズレや画像の
消失をなくすことができるという観点から、略４５度が好ましい。ここで略とはその許容
範囲として、好ましくは±２０度以下、より好ましくは１５度以下、特に好ましくは±１
０度以下、最も好ましくは±７度以下であることを意味する。
【００４３】
（易接着層）
　偏光子保護フィルムは接着剤層との接着性向上の観点から、易接着層を設けることが好
ましい。例えば偏光子保護フィルムがポリエステルフィルムの場合であれば、易接着層と
しては、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂またはポリアクリル樹脂の少なくとも１種
類を主成分とするものが好ましい。ここで、「主成分」とは易接着層を構成する固形成分
のうち５０重量％以上である成分という。必要に応じて、架橋剤、有機又は無機フィラー
、界面活性剤、および滑剤等を含有することができる。易接着層の形成に用いる塗布液は
、水溶性又は水分散性の共重合ポリエステル樹脂、アクリル樹脂及びポリウレタン樹脂の
うち、少なくとも１種を含む水性塗布液が好ましい。
【００４４】
　偏光子保護フィルムは、偏光子が積層される面とは反対側の面に、種々の機能層を有し
ていても良い。そのような機能層としては、例えば、ハードコート層、防眩層、反射防止
層、低反射層、低反射防眩層、反射防止防眩層、帯電防止層、シリコーン層、粘着層、防
汚層、耐指紋層、撥水層、及びブルーカット層等からなる群より選択される１種以上を用
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いることができる。この場合も機能層との接着性を向上させる易接着層を設けることが好
ましい。
【００４５】
３．活性エネルギー線硬化性接着剤
　偏光板は偏光子の両側に偏光子保護フィルムが積層された構成であり、少なくとも一方
の偏光子保護フィルムは、活性エネルギー線硬化性接着剤を介して偏光子と積層されるこ
とが好ましい。活性エネルギー線硬化性組成物（又は、接着剤）を用いることにより、低
透湿性フィルムを用いた場合でも接着することができ、また密着性を向上させることがで
きる。さらに、偏光板の耐湿熱性等の耐環境性を向上させることができる。特に、無溶剤
の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物を用いることにより、接着剤を乾燥させる工程が不
要になるため、生産性を向上させることができる。
【００４６】
　活性エネルギー線硬化性組成物に含有される活性エネルギー線硬化性化合物としては、
従来公知のものを使用することができる。具体的には、エポキシ化合物、オキセタン化合
物の他に、（メタ）アクリレート化合物等のラジカル重合性モノマー等を用いることがで
きる。
【００４７】
（エポキシ化合物及びオキセタン化合物）
　エポキシ化合物には、脂環式エポキシ化合物、水酸基を有する芳香族化合物および鎖状
化合物のグリシジルエーテル化物、アミノ基を有する化合物のグリシジルアミノ化物、お
よびＣ－Ｃ二重結合を有する鎖状化合物のエポキシ化物等が挙げられる。
【００４８】
　ここで、脂環式エポキシ化合物とは、飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有するも
の、および飽和環状化合物の環に直接グリシジルエーテル基またはグリシジル基を有する
ものをいう。なお、他のエポキシ基を構造内に有する化合物であってもよい。
【００４９】
　飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してなる脂環式エポキシ化合物とは、例えば
、Ｃ－Ｃ二重結合を環に有する環状化合物のＣ－Ｃ二重結合を、過酸化物を用いて塩基性
条件下においてエポキシ化させることにより得られるものである。
【００５０】
　Ｃ－Ｃ二重結合を環に有する環状化合物としては、特に限定されるものではないが、シ
クロペンテン環を有する化合物、シクロヘキセン環を有する化合物、およびそれらの多環
式化合物等が挙げられる。Ｃ－Ｃ二重結合を環に有する環状化合物は、環外にＣ－Ｃ二重
結合を有していてもよく、このような化合物としては、たとえば、１－ビニル－３－シク
ロヘキセンおよび単環式モノテルペンであるリモネン等が挙げられる。
【００５１】
　また、飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してなる脂環式エポキシ化合物は、前
記によって得られるエポキシ化物を適当な官能基を介して２量化した構造の化合物であっ
てもよい。その官能基からなる結合構造としては、特に限定されるものではないが、たと
えば、エステル結合、エーテル結合、およびアルキル基による結合等が挙げられる。また
、前記エポキシ化物の２量化した構造は、これらの結合を複数有していてもよい。
【００５２】
　前記飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してなる脂環式エポキシ化合物の製造方
法は、個々の化合物に応じて変わるものであり特に限定されるものではないが、たとえば
、Ｃ－Ｃ二重結合を環に有する環状化合物を合成した後、エポキシ化する方法、および、
Ｃ－Ｃ二重結合がエポキシ化された化合物を、さらに前記のように官能基を反応させて目
的とする構造へ合成する方法等が採用される。エポキシ基の副反応等を抑制する観点から
、通常、Ｃ－Ｃ二重結合を環に有する環状化合物を合成した後、エポキシ化する方法が好
ましく採用される。
【００５３】
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　Ｃ－Ｃ二重結合を環に有する環状化合物の合成は、目的とするエポキシ化合物の骨格に
応じて変わるものであり特に限定されるものではないが、２量化された環状化合物の合成
例として、たとえば、３－シクロヘキセン－１－カルボキシアルデヒドから適切な触媒を
用いてティシチェンコ反応によりエステル化合物である３－シクロヘキセニルメチル－３
－シクロヘキセンカルボキシレートを得る方法を挙げることができる。
【００５４】
　さらに、前記エステル化合物と、ジカルボン酸化合物あるいはそのエステル、ジオール
化合物あるいはそのエステル、ポリアルキレングリコールあるいはそのエステル、または
ヒドロキシカルボン酸化合物あるいはそのエステル等とを、必要に応じて触媒を用いてエ
ステル交換反応させることで、シクロヘキセニル基を両端に有した化合物が得られる。
【００５５】
　ジカルボン酸化合物およびそのエステルとしては、たとえば、シュウ酸、アジピン酸、
およびセバシン酸、ならびにそれらのジメチルエステル等が挙げられる。また、ジオール
化合物およびそのエステルとしては、たとえば、エチレングリコール、ジエチレングリコ
ール、１，２－プロパンジオール、およびポリエチレングリコール、１，４－シクロヘキ
サンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ならびにそれらのジメチルエステ
ル等が挙げられる。また、ヒドロキシカルボン酸化合物およびそのエステルとしては、た
とえば、乳酸、３－ヒドロキシ酪酸、およびクエン酸、ならびにそれらのジメチルエステ
ル・酢酸エステル等、およびラクチド、プロピオラクトン、ブチロラクトン、およびカプ
ロラクトン等が挙げられる。
【００５６】
　こうして得られるＣ－Ｃ二重結合を環に有する環状化合物を、過酸化物を用いてエポキ
シ化することにより、飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してなる脂環式エポキシ
化合物を得ることができる。過酸化物は、個々の環状化合物や許容される反応条件等に応
じて選択されるものであり、特に限定されるものではないが、たとえば、過酸化水素、過
酢酸、およびｔ－ブチルヒドロペルオキシド等が挙げられる。
【００５７】
　飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してなる脂環式エポキシ化合物の具体例を挙
げれば、たとえば、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘ
キサンカルボキシレート、１，２－エポキシ－４－ビニルシクロヘキサン、１，２－エポ
キシ－１－メチル－４－（１－メチルエポキシエチル）シクロヘキサン、３，４－エポキ
シシクロヘキシルメチル　メタアクリレート、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）－１－
ブタノールの４－（１，２－エポキシエチル）－１，２－エポキシシクロヘキサン付加物
、エチレン　ビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート）、オキシジエチ
レン　ビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート）、１，４－シクロヘキ
サンジメチル　ビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート）、および３－
（３，４－エポキシシクロヘキシルメトキシカルボニル）プロピル　３，４－エポキシシ
クロヘキサンカルボキシレート等が挙げられる。
【００５８】
　飽和環状化合物の環に直接グリシジルエーテル基またはグリシジル基を有してなる脂環
式エポキシ化合物とは、後記する水酸基を有する芳香族化合物のグリシジルエーテル化物
の芳香環を、触媒の存在下、加圧下で選択的に水素化反応を行なうことにより得られる化
合物、水酸基を有する飽和環状化合物のグリシジルエーテル化物、およびビニル基を有す
る飽和環状化合物のエポキシ化物をいう。
【００５９】
　水添化される水酸基を有する芳香族化合物のグリシジルエーテル化物としては、特に限
定されるものではないが、たとえば、ビスフェノールＡのグリシジルエーテル化物および
そのオリゴマー体、ならびにビスフェノールＦのグリシジルエーテル化物およびそのオリ
ゴマー体等が挙げられる。
【００６０】
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　水酸基を有する飽和環状化合物のグリシジルエーテル化物としては、特に限定されるも
のではないが、たとえば、１，４－シクロヘキサンジメタノール　ジグリシジルエーテル
等が挙げられる。
【００６１】
　ビニル基を有する飽和環状化合物のエポキシ化物としては、特に限定されるものではな
いが、たとえば、１，３－ビス（エポキシエチル）ヘキサン、１，２，４－トリス（エポ
キシエチル）ヘキサン、および２，４－ビス（エポキシエチル）－１－ビニルシクロヘキ
サン等が挙げられる。
【００６２】
　上記した脂環式エポキシ化合物の中でも、偏光板の耐久性を向上させる上において良好
な硬化物特性を示し、または適度な硬化性を有するとともに、比較的廉価に入手できるこ
とから、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカル
ボキシレートおよびビスフェノールＡのグリシジルエーテル化物の水添化物が好ましく、
３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレ
ートがより好ましい。
【００６３】
　また、これらの脂環式エポキシ化合物は、それぞれ単独で使用してもよいし、２種以上
を混合して使用してもよい。
【００６４】
　脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物の色相は、硬化前における
活性エネルギー線硬化性組成物のガードナー色度で５以下が好ましく、３以下がより好ま
しく、１以下がさらに好ましい。色相が５を超えると、接着剤層の着色によって偏光板の
色相へ影響が現れる場合がある。
【００６５】
　水酸基を有する芳香族化合物および鎖状化合物のグリシジルエーテル化物とは、その水
酸基へエピクロルヒドリン等の化合物をアルカリ条件下において付加縮合させることによ
り得られるものである。たとえば、ビスフェノール型エポキシ樹脂、多芳香環型エポキシ
樹脂、およびアルキレングリコール型エポキシ樹脂等が挙げられる。
【００６６】
　ビスフェノール型エポキシ樹脂としては、たとえば、ビスフェノールＡのグリシジルエ
ーテル化物およびそのオリゴマー体、ビスフェノールＦのグリシジルエーテル化物および
そのオリゴマー体、ならびに３，３’，５，５’－メチル－４，４’－ビフェノールのグ
リシジルエーテル化物およびそのオリゴマー体等が挙げられる。
【００６７】
　また、多芳香環型エポキシ樹脂としては、たとえば、フェノールノボラック樹脂のグリ
シジルエーテル化物、クレゾールノボラック樹脂のグリシジルエーテル化物、フェノール
アラルキル樹脂のグリシジルエーテル化物、ナフトールアラルキル樹脂のグリシジルエー
テル化物、およびフェノールジシクロペンタジエン樹脂のグリシジルエーテル化物等が挙
げられる。さらに、トリヒドロキシフェニルメタンのグリシジルエーテル化物およびその
オリゴマー体、ならびにトリスフェノールＰＡのグリシジルエーテル化物およびそのオリ
ゴマー体等も挙げられる。
【００６８】
　また、アルキレングリコール型エポキシ樹脂としては、たとえば、エチレングリコール
のグリシジルエーテル化物、ジエチレングリコールのグリシジルエーテル化物、１，４－
ブタンジオールのグリシジルエーテル化物、および１，６－ヘキサンジオールのグリシジ
ルエーテル化物等が挙げられる。
【００６９】
　アミノ基を有する化合物のグリシジルアミノ化物とは、そのアミノ基へエピクロルヒド
リン等の化合物を塩基性条件下において付加縮合させることにより得られるものである。
アミノ基を有する化合物は、同時に水酸基を有していてもよい。たとえば、１，３－フェ



(12) JP WO2014/185318 A1 2014.11.20

10

20

30

40

50

ニレンジアミンのグリシジルアミノ化物およびそのオリゴマー体、１，４－フェニレンジ
アミンのグリシジルアミノ化物およびそのオリゴマー体、３－アミノフェノールのグリシ
ジルアミノ化およびグリジシジルエーテル化物ならびにそのオリゴマー体、および、４－
アミノフェノールのグリシジルアミノ化およびグリジシジルエーテル化物ならびにそのオ
リゴマー体等が挙げられる。
【００７０】
　Ｃ－Ｃ二重結合を有する鎖状化合物のエポキシ化物とは、Ｃ－Ｃ二重結合を有する鎖状
化合物のＣ－Ｃ二重結合を、過酸化物を用いて塩基性条件下においてエポキシ化させるこ
とにより得られるものである。
【００７１】
　Ｃ－Ｃ二重結合を有する鎖状化合物としては、特に限定されるものではないが、たとえ
ば、ブタジエン、ポリブタジエン、イソプレン、ペンタジエン、およびヘキサジエン等が
挙げられる。
【００７２】
　これらのエポキシ化合物およびそのオリゴマー等は、それぞれ単独で使用してもよいし
、２種以上を混合して使用してもよい。
【００７３】
　このようなエポキシ化合物は、市販品を容易に入手することが可能であり、たとえば、
それぞれ商品名で、「セロキサイド」、「サイクロマー」（以上、ダイセル化学工業株式
会社製）および「サイラキュア」（ダウケミカル社製）、「エピコート」（ジャパンエポ
キシレジン株式会社製）、「エピクロン」（ＤＩＣ株式会社製）、「エポトート」（東都
化成株式会社製）、「アデカレジン」（株式会社ＡＤＥＫＡ製）、「デナコール」（ナガ
セケムテックス株式会社製）、「ダウエポキシ」（ダウケミカル社製）および「テピック
」（日産化学工業株式会社製）等が挙げられる。
【００７４】
　エポキシ化合物のエポキシ当量は、通常、３０～２０００ｇ／ｅｑであり、５０～１５
００ｇ／ｅｑであることが好ましく、７０～１０００ｇ／ｅｑであることがより好ましい
。エポキシ当量が３０ｇ／ｅｑを下回ると、第一の接着剤層の可撓性が低下したり、接着
強度が低下したりする場合がある。一方、２０００ｇ／ｅｑを超えると、硬化速度が低下
したり、硬化した接着剤層に必要な剛性や強度が不足したりする場合がある。なお、この
エポキシ当量は、ＪＩＳ　Ｋ　７２３６（ＩＳＯ　３００１）に準拠して測定する値であ
る。また、エポキシ化合物が高純度単量体であれば、その分子量より理論量を算出するこ
とができる。
【００７５】
　活性エネルギー線硬化性化合物は、複数のエポキシ化合物、例えば、脂環式エポキシ化
合物と、脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化合物とを併用することにより、偏光フィ
ルムと延伸ポリエステルフィルムとの密着性を向上させることができる。
【００７６】
　活性エネルギー線硬化性化合物としては、オキセタン化合物を用いることができる。オ
キセタン化合物は、活性エネルギー線硬化性組成物の硬化速度を向上させることができる
。オキセタン化合物としては、オキセタン環を有する化合物であって、活性エネルギー線
硬化性であれば特に限定されるものではないが、たとえば、１，４－ビス｛［（３－エチ
ルオキセタン－３－イル）メトキシ］メチル｝ベンゼン、３－エチル－３－（２－エチル
ヘキシロキシメチル）オキセタン、ビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテ
ル、３－エチル－３－（フェノキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－（シクロヘキ
シロキシメチル）オキセタン、フェノールノボラックオキセタン、および１，３－ビス［
（３－エチルオキセタン－３－イル）メトキシ］ベンゼン等が挙げられる。
【００７７】
　このようなオキセタン化合物は、市販品を容易に入手することが可能であり、たとえば
、それぞれ商品名で、「アロンオキセタン」（東亞合成株式会社製）、および「ＥＴＥＲ
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ＮＡＣＯＬＬ」（宇部興産株式会社製）等が挙げられる。
【００７８】
　エポキシ化合物やオキセタン化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物は、活性エネ
ルギー線によって硬化するために、カチオン重合開始剤を配合するのが好ましい。カチオ
ン重合開始剤は、可視光線、紫外線、Ｘ線、および電子線等の活性エネルギー線の照射に
よってカチオン種またはルイス酸を発生し、エポキシ基、オキセタンの重合反応を開始さ
せるものである。
【００７９】
　このカチオン重合開始剤は、潜在性が付与されていることが好ましい。潜在性の付与に
よって本発明に用いられる活性エネルギー線硬化性組成物の可使時間が長くなり、作業性
も良好になる。
【００８０】
　活性エネルギー線の照射によりカチオン種やルイス酸を生じる化合物としては、特に限
定されるものではないが、たとえば、芳香族ジアゾニウム塩、芳香族ヨードニウム塩、芳
香族スルホニウム塩のようなオニウム塩、および鉄－アレン錯体等を挙げることができる
。
【００８１】
　芳香族ジアゾニウム塩としては、たとえば、ベンゼンジアゾニウム　ヘキサフルオロア
ンチモネート、ベンゼンジアゾニウム　ヘキサフルオロホスフェート、およびベンゼンジ
アゾニウム　ヘキサフルオロボレート等が挙げられる。
【００８２】
　芳香族ヨードニウム塩としては、たとえば、ジフェニルヨードニウム　テトラキス（ペ
ンタフルオロフェニル）ボレート、ジフェニルヨードニウム　ヘキサフルオロホスフェー
ト、ジフェニルヨードニウム　ヘキサフルオロアンチモネート、およびジ（４－ノニルフ
ェニル）ヨードニウム　ヘキサフルオロホスフェート等が挙げられる。
【００８３】
　芳香族スルホニウム塩としては、たとえば、トリフェニルスルホニウム　ヘキサフルオ
ロホスフェート、トリフェニルスルホニウム　ヘキサフルオロアンチモネート、トリフェ
ニルスルホニウム　テトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、ジフェニル［４－
（フェニルチオ）フェニル］スルフォニウム　ヘキサフルオロアンチモネート、４，４’
－ビス〔ジフェニルスルホニオ〕ジフェニルスルフィド　ビスヘキサフルオロホスフェー
ト、４，４’－ビス〔ジ（β－ヒドロキシエトキシ）フェニルスルホニオ〕ジフェニルス
ルフィド　ビスヘキサフルオロアンチモネート、４，４’－ビス〔ジ（β－ヒドロキシエ
トキシ）フェニルスルホニオ〕ジフェニルスルフィド　ビスヘキサフルオロホスフェート
、７－〔ジ（ｐ－トルイル）スルホニオ〕－２－イソプロピルチオキサントン　ヘキサフ
ルオロアンチモネート、７－〔ジ（ｐ－トルイル）スルホニオ〕－２－イソプロピルチオ
キサントン　テトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、４－フェニルカルボニル
－４’－ジフェニルスルホニオ－ジフェニルスルフィド　ヘキサフルオロホスフェート、
４－（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルカルボニル）－４’－ジフェニルスルホニオ－ジフ
ェニルスルフィド　ヘキサフルオロアンチモネート、および４－（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチル
フェニルカルボニル）－４’－ジ（ｐ－トルイル）スルホニオ－ジフェニルスルフィド　
テトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート等が挙げられる。
【００８４】
　鉄－アレン錯体としては、たとえば、キシレン－シクロペンタジエニル鉄（ＩＩ）ヘキ
サフルオロアンチモネート、クメン－シクロペンタジエニル鉄（ＩＩ）ヘキサフルオロホ
スフェート、およびキシレン－シクロペンタジエニル鉄（ＩＩ）－トリス（トリフルオロ
メチルスルホニル）メタナイド等が挙げられる。
【００８５】
　これらのカチオン重合開始剤は、それぞれ単独で使用してもよいし、２種以上を混合し
て使用してもよい。中でも、特に芳香族スルホニウム塩は、３００ｎｍ以上の波長領域で
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も紫外線吸収特性を有することから、硬化性に優れ、良好な機械強度や接着強度を有する
硬化物層を与えることができるため、好ましく用いられる。
【００８６】
　カチオン重合開始剤の配合量は、活性エネルギー線硬化性化合物の合計１００重量部に
対して、通常、０．５～２０重量部であり、１～１５重量部が好ましい。その量が０．５
重量部を下回ると、硬化が不十分になり、硬化物層の機械強度や接着強度が低下する場合
がある。また、その量が２０重量部を超えると、硬化物層中のイオン性物質が増加するこ
とで硬化物層の吸湿性が高くなり、得られる偏光板の耐久性能が低下する場合がある。
【００８７】
　これらのカチオン重合開始剤は、市販品を容易に入手することが可能であり、たとえば
、それぞれ商品名で、「カヤラッド」（日本化薬株式会社製）、「サイラキュア」（ユニ
オンカーバイド社製）、光酸発生剤「ＣＰＩ」（サンアプロ株式会社製）、光酸発生剤「
ＴＡＺ」、「ＢＢＩ」、「ＤＴＳ」（以上、ミドリ化学株式会社製）、「アデカオプトマ
ー」（株式会社ＡＤＥＫＡ製）、および「ＲＨＯＤＯＲＳＩＬ」（ローディア社製）等が
挙げられる。
【００８８】
（（メタ）アクリレート化合物等のラジカル重合性モノマー）
　ラジカル重合性モノマーとしては、例えばアクリレート化合物、メタクリレート化合物
（以下、アクリレートとメタアクリレートとの両方を含む意味で（メタ）アクリレートと
も記載する）、アリルウレタン化合物、不飽和ポリエステル化合物、スチレン系化合物が
挙げられる。入手がしやすく扱いやすい点で（メタ）アクリレートが好ましい。（メタ）
アクリレートとしては、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート
、（ポリ）エステル（メタ）アクリレート、（ポリ）エーテル（メタ）アクリレート、ア
ルコール類の（メタ）アクリレート、その他の（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００８９】
　上記の（メタ）アクリレート化合物として例示したエポキシ（メタ）アクリレートとは
、１種または２種以上のエポキシ樹脂とアクリル酸またはメタクリル酸（以下、両方を含
む意味で（メタ）アクリル酸とも記載する）とのエステル化合物である。ここでエステル
を誘導するエポキシ樹脂は特に制限されず、芳香族エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂、
脂肪族エポキシ樹脂、エポキシノボラック樹脂等、分子中に１個または２個以上のエポキ
シ基を有するものを用いることができる。
【００９０】
　また、ウレタン（メタ）アクリレートとは、１種または２種以上の（ポリ）エステルポ
リオール、（ポリ）エーテルポリオール、多価アルコール等のポリオールと（メタ）アク
リル酸とのエステル化合物である水酸基含有（メタ）アクリレートと１種または２種以上
の（ポリ）イソシアネート化合物とを反応させて得ることができる（メタ）アクリレート
；１種または２種以上の（ポリ）エステルポリオール、（ポリ）エーテルポリオール、多
価アルコール等のポリオールと水酸基含有（メタ）アクリレートとイソシアネート類とを
反応させて得られる（メタ）アクリレート等の、ウレタン結合を有するエステル化合物で
ある。
【００９１】
　（ポリ）エステルポリオールを誘導する多価アルコールとしては、例えば１，３－ブタ
ンジオール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコー
ル、トリエチレングリコール、ネオペンチルグリコール、ポリエチレングリコール、ポリ
プロピレングリコール、ポリブチレングリコール、トリメチロールプロパン、グリセリン
、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール等が挙げられる。（ポリ）エステルポ
リオールを誘導するポリカルボン酸としては、例えば、アジピン酸、テレフタル酸、無水
フタル酸、トリメリット酸、トリメシン酸等が挙げられる。
【００９２】
　（ポリ）エーテルポリオールとしては、前述した多価アルコールに、エチレンオキサイ
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ド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイド等のアルキレンオキサイドを付加させた
ものが挙げられる。（ポリ）イソシアネート化合物としては、１価または２価以上のイソ
シアネートが挙げられ、２価以上のイソシアネートが好ましい。
【００９３】
　２価以上のイソシアネートとしては、２，４－および／または２，６－トリレンジイソ
シアネート、ジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネート、ｐ－フェニレンジイソシ
アネート、キシリレンジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネート、３，３
’－ジメチルジフェニル－４，４’－ジイソシアネート、ジアニシジンジイソシアネート
、テトラメチルキシリレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ジシクロヘ
キシルメタン－４，４’－ジイソシアネート、トランスおよび／またはシス－１，４－シ
クロヘキサンジイソシアネート、ノルボルネンジイソシアネート、１，６－ヘキサメチレ
ンジイソシアネート、２，２，４および／または（２，４，４）－トリメチルヘキサメチ
レンジイソシアネート、リシンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソシアネー
ト、１－メチルベンゾール－２，４，６－トリイソシアネート、ジメチルトリフェニルメ
タンテトライソシアネートが挙げられる。
【００９４】
　また、（ポリ）エステル（メタ）アクリレートとは、分子中に１個または２個以上の水
酸基を有する（ポリ）エステルと（メタ）アクリル酸とのエステル化合物である。分子中
に１個または２個以上の水酸基を有する（ポリ）エステルとしては、１種または２種以上
の多価アルコールと、１種または２種以上のモノカルボン酸またはポリカルボン酸とのエ
ステル化合物が挙げられる。
【００９５】
　分子中に１個または２個以上の水酸基を有する（ポリ）エステルを誘導する多価アルコ
ールとしては、前述した化合物と同様のものが挙げられ、モノカルボン酸としては、例え
ばギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、イソ酪酸、吉草酸、カプロン酸、カプリル酸、２－
エチルヘキサン酸、安息香酸等が挙げられる。ポリカルボン酸としては、前述した化合物
と同様のものが挙げられる。
【００９６】
　また、（ポリ）エーテル（メタ）アクリレートとは、分子中に１個または２個以上の水
酸基を有する（ポリ）エーテルと（メタ）アクリル酸とのエステル化合物である。分子中
に１個または２個以上の水酸基を有する（ポリ）エーテルとしては、２－メトキシエタノ
ール、２－エトキシエタノール、２－ブトキシエタノール、多価アルコールに１種または
２種以上のアルキレンオキサイドを付加することによって得られるもの等が挙げられる。
多価アルコールおよびアルキレンオキサイドとしては、前述した化合物と同様のものが挙
げられる。具体的には、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレング
リコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポ
リプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性トリメチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、プロピレンオキサイド変性トリメチロールプロパ
ントリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート等が
挙げられる。
【００９７】
　また、アルコール類の（メタ）アクリレートとは、分子中に１個または２個以上の水酸
基を有するアルコール（特に、脂肪族アルコールまたは芳香族アルコール）類と（メタ）
アクリレートとのエステル化合物である。例えば、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）ア
クリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、ステア
リル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリ
ル（メタ）アクリレート、イソボニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレ
ート、１，３－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メ
タ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサン
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ジオールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、
ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００９８】
　その他のアクリレートとしては、ε－カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキ
サ（メタ）アクリレート、フルオレン誘導体ジ（メタ）アクリレート、カルバゾール誘導
体ジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００９９】
　上記のラジカル重合性モノマーは、硬化速度を調節するために使用することができる。
なお、ラジカル重合性モノマーを用いる場合、光ラジカル重合開始剤を少なくとも用いる
。
【０１００】
　光ラジカル重合開始剤としては、アセトフェノン系化合物、ベンジル系化合物、べンゾ
フェノン系化合物、チオキサントン系化合物等のケトン系化合物を挙げることができる。
【０１０１】
　アセトフェノン系化合物としては、例えば、ジエトキシアセトフェノン、２－ヒドロキ
シ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、４’－イソプロピル－２－ヒドロキ
シ－２－メチルプロピオフェノン、２－ヒドロキシメチル－２－メチルプロピオフェノン
、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、ｐ－ジメチルアミノアセ
トフェノン、Ｐ－ターシャリブチルジクロロアセトフェノン、ｐ－ターシャリブチルトリ
クロロアセトフェノン、ｐ－アジドベンザルアセトフェノン、１－ヒドロキシシクロヘキ
シルフェニルケトン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォ
リノプロパノン－１、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェ
ニル）－ブタノン－１、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエー
テル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾイン－ｎ－ブチルエーテル、ベンゾイン
イソブチルエーテル等が挙げられ、ベンジル系化合物としては、ベンジル、アニシル等が
挙げられ、ベンゾフェノン系化合物としては、例えば、ベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイル
安息香酸メチル、ミヒラーケトン、４，４’－ビスジエチルアミノベンゾフェノン、４，
４’－ジクロロベンゾフェノン、４－ベンゾイル－４’－メチルジフェニルスルフィド等
が挙げられ、チオキサントン系化合物としては、チオキサントン、２－メチルチオキサン
トン、２－エチルチオキサントン、２－クロロチオキサントン、２－イソプロピルチオキ
サントン、２，４－ジエチルチオキサントン等が挙げられる。
【０１０２】
　これらの光ラジカル重合開始剤は、１種あるいは２種以上のものを所望の性能に応じて
配合して使用することができ、ラジカル重合性モノマーに対して、好ましくは０．０５～
１０質量％、より好ましくは０．１～１０質量％配合される。ラジカル重合性モノマーに
対する光ラジカル重合開始剤の配合量が０．０５質量％以上である場合、光硬化性接着剤
の硬化をより良好に進行させることができ、１０質量％以下である場合、光硬化性接着剤
を硬化させて形成した接着剤層の物理的強度が良好である。
【０１０３】
　活性エネルギー線硬化性組成物に含有される全塩素量は、０．１ｐｐｍ～１５０００ｐ
ｐｍの範囲が好ましく、０．５ｐｐｍ～２０００ｐｐｍの範囲がより好ましく、１．０～
１０００ｐｐｍの範囲がさらに好ましい。活性エネルギー線硬化性組成物に含有される全
塩素量が０．１ｐｐｍを下回ると、その組成物の硬化速度が極端に遅くなる場合がある。
また、１５０００ｐｐｍを超えると、その塩素の影響により、塗工装置が腐食したり、液
晶パネルの金属部品が腐食したりする場合がある。なお、この全塩素量は、ＪＩＳ　Ｋ　
７２４３－３（ＩＳＯ　２１６２７－３）に準拠して測定する値である。
【０１０４】
　用いられる活性エネルギー線としては、たとえば、波長が１ｐｍ～１０ｎｍのＸ線、１
０～４００ｎｍの紫外線、および４００～８００ｎｍの可視光線等が挙げられる。中でも
、利用の容易さ、活性エネルギー線硬化性組成物の調整の容易さおよびその安定性、なら
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びにその硬化性能の点で紫外線が好ましく用いられる。
【０１０５】
　本発明で用いられる活性エネルギー線硬化性組成物は、活性エネルギー線の照射によっ
て固化（硬化）し、該硬化物層を狭持するフィルム同士に接着力を与える硬化性組成物で
ある。
【０１０６】
　用いる光源は、特に限定されるものではないが、たとえば、波長４００ｎｍ以下に発光
分布を有する、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、ケミカルランプ、
ブラックライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀灯、およびメタルハライドランプ等が
挙げられる。
【０１０７】
　照射強度は、活性エネルギー線硬化性組成物や照射時間によって決定されるものであり
、特に制限されるものではないが、たとえば、開始剤の活性化に有効な波長領域の照射強
度が０．１～１０００ｍＷ／ｃｍ２であることが好ましい。活性エネルギー線硬化性組成
物への光照射強度が０．１ｍＷ／ｃｍ２未満であると、硬化反応時間が長くなる、すなわ
ち長い照射時間をかけなければ硬化せず、生産性向上に不利となる場合がある。また、１
０００ｍＷ／ｃｍ２を超えると、ランプから輻射される熱、および活性エネルギー線硬化
性組成物の重合時の発熱により、活性エネルギー線硬化性組成物の黄変や偏光フィルムの
劣化を生じる場合がある。
【０１０８】
　照射時間は、活性エネルギー線硬化性組成物や照射強度によって決定されるものであり
、特に制限されるものではないが、たとえば、照射強度と照射時間の積として表される積
算光量が１０～５，０００ｍＪ／ｃｍ２となるように設定されることが好ましい。活性エ
ネルギー線硬化性組成物への積算光量が１０ｍＪ／ｃｍ２未満であると、開始剤由来の活
性種の発生が十分でなく、得られる接着剤層の硬化が不十分となる場合がある。また、５
，０００ｍＪ／ｃｍ２を超えると、照射時間が非常に長くなり、生産性向上に不利となる
場合がある。
【０１０９】
　本発明で用いられる活性エネルギー線硬化性組成物は、必要に応じて光増感剤を併用す
ることができる。光増感剤を使用することで、反応性が向上し、硬化物層の機械強度や接
着強度を向上させることができる。
【０１１０】
　光増感剤としては、特に限定されるものではないが、たとえば、カルボニル化合物、有
機硫黄化合物、過硫化物、レドックス系化合物、アゾおよびジアゾ化合物、ハロゲン化合
物、ならびに光還元性色素等が挙げられる。
【０１１１】
　カルボニル化合物としては、たとえば、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインイソプ
ロピルエーテル、およびα，α－ジメトキシ－α－フェニルアセトフェノンのようなベン
ゾイン誘導体；　９，１０－ジブトキシアントラセンのようなアントラセン化合物；　ベ
ンゾフェノン、２，４－ジクロロベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイル安息香酸メチル、４，
４’－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン、および４，４’－ビス（ジエチルアミノ
）ベンゾフェノンのようなベンゾフェノン誘導体；　２－クロロアントラキノンおよび２
－メチルアントラキノンのようなアントラキノン誘導体；　Ｎ－メチルアクリドンおよび
Ｎ－ブチルアクリドンのようなアクリドン誘導体；　α，α－ジエトキシアセトフェノン
のようなアセトフェノン誘導体；　キサントン誘導体；　ならびにフルオレノン誘導体等
が挙げられる。
【０１１２】
　有機硫黄化合物としては、たとえば、２－クロロチオキサントンおよび２－イソプロピ
ルチオキサントンのようなチオキサントン誘導体が挙げられる。その他には、ベンジル化
合物およびウラニル化合物等も挙げられる。
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【０１１３】
　光増感剤は、それぞれ単独で使用してもよいし、混合して使用してもよい。光増感剤は
、活性エネルギー線硬化性組成物を１００重量部とした場合に、０．１～２０重量部の範
囲で含有するのが好ましい。
【０１１４】
　本発明に用いる活性エネルギー線硬化性組成物には、本発明の効果を損なわない限り、
各種の添加剤を配合することができる。各種の添加剤としては、たとえば、イオントラッ
プ剤、酸化防止剤、連鎖移動剤、増感剤、粘着付与剤、熱可塑性樹脂、充填剤、流動調整
剤、可塑剤、および消泡剤等が挙げられる。
【０１１５】
　イオントラップ剤としては、たとえば、粉末状のビスマス系、アンチモン系、マグネシ
ウム系、アルミニウム系、カルシウム系、チタン系、およびこれらの混合系等の無機化合
物が挙げられる。酸化防止剤としては、たとえば、ヒンダードフェノール系酸化防止剤等
が挙げられる。
【０１１６】
　熱可塑性樹脂としては、例えば、アクリル樹脂、ウレタン樹脂、ポリエステル樹脂等が
挙げられる。
【０１１７】
　以上に示される活性エネルギー線硬化性組成物からなる層（硬化前の接着剤層）を偏光
フィルムまたは偏光子保護フィルム上に形成する方法は、特に限定されるものではないが
、たとえば、偏光フィルムもしくは偏光子保護フィルム上に該組成物を塗工する方法、該
組成物を吹き付ける方法、またはあらかじめフィルム状に形成した該組成物を貼合する方
法等が採用される。中でも、組成物を塗工する方法またはフィルム状組成物を貼合する方
法が比較的塗膜の均質性の高いことから好ましく、組成物を塗工する方法が比較的生産性
が高いことからより好ましい。
【０１１８】
　塗工する方法としては、特に限定されるものではないが、たとえば、ドクターブレード
、ワイヤーバー、ダイコーター、カンマコーター、およびグラビアコーター等の、種々の
塗工方式が採用される。
【０１１９】
　塗工された硬化前の接着剤層の厚さは、通常、０．１～２０μｍであり、０．２～１０
μｍが好ましく、０．５～５μｍがより好ましい。厚みが０．１μｍを下回ると、硬化さ
せた接着剤層による偏光フィルムと偏光子保護フィルムとの間の密着力が不足する場合が
ある。また、厚みが２０μｍを超えると、接着剤層の硬化が十分進行しなかったり、硬化
してもその厚みによりフィルムの屈曲性が悪化したり、薄肉化の効果が得られなかったり
する場合がある。
【０１２０】
　接着剤層の厚みは１０μｍ以下が好ましく、５μｍ以下がより好ましく、３μｍ以下が
さらに好ましい。
【０１２１】
　本発明においては、上述のように偏光子保護フィルム、接着剤共に紫外線吸収剤が含ま
れていないことが好ましく、偏光板の紫外線透過率（３８０ｎｍ）は１０％以上であるこ
とが好ましく、より好ましくは２０％以上である。
【０１２２】
　画像表示装置が、液晶ディスプレイの場合は、液晶セルの光源側にも偏光板（光源側偏
光板）を有する。光源側偏光板は、偏光子（光源側偏光子）の両側を２枚の偏光子保護フ
ィルム（光源側偏光子の光源側偏光子保護フィルム及び、光源側偏光子の視認側偏光子保
護フィルム）で挟んだ構成からなる。
【０１２３】
　光源側偏光板については、視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルムを光源側偏光子の
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光源側偏光子保護フィルムと読みかえ、また視認側偏光子の光源側偏光子保護フィルムを
光源側偏光子の視認側偏光子保護フィルムと読みかえ、上述の説明をそのまま適応させる
ことができる。
【０１２４】
４．紫外線吸収性粘着層
　本発明は、画像表示セルよりも視認側に紫外線吸収性粘着層を有する。紫外線吸収性粘
着層は基材型両面粘着フィルム、及び基材レス型両面粘着フィルムのいずれでも良い。基
材レス型両面粘着フィルムでは粘着剤に紫外線吸収剤が含まれる。基材型両面粘着フィル
ムでは、粘着剤に紫外線吸収剤が含まれても良く、基材フィルムに紫外線吸収剤が含まれ
ていても良く、基材フィルムに紫外線吸収剤含有コートがされていても良い。しかしなが
ら、近年の画像表示装置の薄型化を考慮すると、基材レス型両面粘着フィルム（単に基材
レス粘着剤ということがある）が好ましい。
【０１２５】
　紫外線吸収性粘着剤層は３８０ｎｍでの光線透過率が１０％以下であることが好ましく
、さらには５％以下、特には２％以下であることが好ましい。
【０１２６】
（粘着剤）
　粘着剤としては、ゴム系粘着剤、ポリエステル系粘着剤、エポキシ系粘着剤、アクリル
系粘着剤、シリコーン系粘着剤、ウレタン系粘着剤、ビニルアルキルエーテル系粘着剤、
ポリアクリルアミド系粘着剤、セルロース系粘着剤などを挙げることができる。これらの
中でも、活性エネルギー線硬化性や熱硬化型のアクリル系粘着剤が好ましく、特に熱硬化
型のアクリル系粘着剤が、紫外線吸収剤の影響を受けることなく、粘着特性を調整するこ
とができる点で好ましい。
【０１２７】
　アクリル系粘着剤のベース樹脂であるアクリル酸エステル系（共）重合体は、これを重
合するために用いるアクリルモノマーやメタクリルモノマーの種類、組成比率、さらには
重合条件等を適宜選択することによって、ガラス転移温度（Ｔｇ）や分子量等の物性を適
宜調整して調製することが可能である。
【０１２８】
　アクリル酸エステル（共）重合体を構成するアクリルモノマーとしては、例えば、２－
エチルヘキシルアクリレート、ｎ－オクチルアクリート、イソオクチルアクリレート、ｎ
－ブチルアクリレート、エチルアクリレート等を主原料として挙げることができる。
【０１２９】
　これらの他に、凝集力付与や極性付与等の目的に応じて、さまざまな官能基を有する（
メタ）アクリルモノマーを上記アクリルモノマーと共重合させてもよい。当該官能基を有
する（メタ）アクリルモノマーとしては、例えばメチルメタクリレート、メチルアクリレ
ート、ヒドロキシエチルアクリレート、アクリル酸、グリシジルアクリレート、Ｎ－置換
アクリルアミド、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、含フッ素アルキルアクリレー
ト、オルガノシロキシ基含有アクリレートなどを挙げることができる。
【０１３０】
　このほかにも、上記アクリルモノマーやメタクリルモノマーと共重合可能な酢酸ビニル
やアルキルビニルエーテル、ヒドロキシアルキルビニルエーテル等の各種ビニルモノマー
も適宜重合に用いることができる。これらのモノマーを用いた重合処理としては、溶液重
合、乳化重合、塊状重合、懸濁重合などの公知の重合方法が採用可能であり、その際に重
合方法に応じて熱重合開始剤や光重合開始剤などの重合開始剤を用いることによりアクリ
ル酸エステル共重合体を得ることができる。
【０１３１】
（架橋方法）
　アクリル酸エステル系（共）重合体は架橋することにより、流動性を制限し粘着剤とし
ての機能を発揮する。架橋の方法としては熱架橋や紫外線架橋、電子線架橋が挙げられる
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が、紫外線吸収剤の影響を受けない点で、熱架橋または電子線架橋が好ましい。熱架橋の
補運法としては、アクリル酸エステル（共）重合体中に導入した水酸基やカルボン酸基等
の反応性基と化学結合しうる架橋剤を添加し、加熱や養生により反応させる方法が好まし
い。
【０１３２】
（熱架橋剤）
　熱架橋剤としては、例としてイソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤等を挙げるこ
とができ、これらを１種又は２種以上用いることができる。
【０１３３】
　上記イソシアネート系架橋剤としては、例えばトリレンジイソシアネート、クロルフェ
ニレンジイソシアナート、ヘキサメチレンジイソシアナート、テトラメチレンジイソシア
ナート、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、ジフェニルメタン
ジイソシアネート、水素添加されたジフェニルメタンジイソシアネートなどのイソシアネ
ートモノマーおよびこれらイソシアネートモノマーをトリメチロールプロパンなどと付加
したイソシアネート化合物や、イソシアヌレート化物、ビュレット型化合物、さらには公
知のポリエーテルポリオールやポリエステルポリオール、アクリルポリオール、ポリブタ
ジエンポリオール、ポリイソプレンポリオールなど付加反応させたウレタンプレポリマー
型のイソシアネートなどを挙げることができる。
【０１３４】
　前記で例示したイソシアネート化合物は、加工性や保管安定性を向上させる為にイソシ
アネート基を適当なブロック剤で保護していてもよい。ブロック剤としては、例えばフェ
ノール系、オキシム系、カプロラクタム系、メルカプタン系、イミド系、アミド系、イミ
ダゾール系、アルコール系、活性メチレン系や各種アミン化合物が挙げられ、ブロック剤
の解離温度や作業性に応じて公知のものを適宜選択することができる。
【０１３５】
　上記エポキシ系架橋剤としては、例えばエチレングリコールジグリシジルエーテル、ポ
リエチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、グリセ
リントリグリシジルエーテル、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シク
ロヘキサン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリジル－ｍ－キシリレンジアミン、Ｎ，Ｎ，
Ｎ’，Ｎ’－テトラグリジルアミノフェニルメタン、トリグリシジルイソシアヌレート、
ｍ－Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノフェニルグリシジルエーテル、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルト
ルイジン、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアニリンなどを挙げることができる。
【０１３６】
　なお、これら架橋剤の含有量は、ベースポリマーの架橋性官能基導入量に対して、０．
５～２等量の範囲であることが好ましい。
【０１３７】
（紫外線吸収剤）
　紫外線吸収剤としては、ベンゾトリアゾール系、ベンゾフェノン系、サリチル酸系、シ
アノアクリレート系など、周知のものを用いることができる。ベンゾトリアゾール系とし
ては２－（２’－ヒドロキシ－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’
－ヒドロキシ－５’－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキ
シ－３’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキ
シ－３’－ｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－
（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリア
ゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔ－アミルフェニル）ベンゾトリア
ゾール、２－（２’－ヒドロキシ－４’－オクトキシフェニル）ベンゾトリアゾール等を
挙げることができる。
【０１３８】
　ベンゾフェノン系紫外線吸収剤としては２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒ
ドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフェノ
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ン、２－ヒドロキシ－４－ドデシルオキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４
－メトキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェ
ノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシ－５－スルホベンゾフェノン等を挙げることができ
る。
【０１３９】
　サリチル酸系紫外線吸収剤としてはフェニルサリシレート、ｐ－ｔ－ブチルフェニルサ
リシレート、ｐ－オクチルフェニルサリシレートなどを挙げることができる。
【０１４０】
　シアノアクリレート系紫外線吸収剤としては２－エチルヘキシル－２－シアノ－３、３
－ジフェニルアクリレート、エチル－２－シアノ－３、３－ジフェニルアクリレート等を
挙げることができる。
【０１４１】
　これらの紫外線吸収剤は１種または２種以上を併用することができる。
【０１４２】
（粘着層基材）
　粘着層として基材が用いられる場合、基材のフィルムとしては光学用のフィルムとして
従来用いられている様々な透明フィルムを用いることができる。例えば、特に限定される
ものではないが、ポリエステルフィルム、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルム、
アクリルフィルム、及び環状オレフィン系フィルム（例えば、ノルボルネン系フィルム）
、ポリプロピレンフィルム、及びポリオレフィン系フィルム（例えば、ＴＰＸ）などが挙
げられる。
【０１４３】
（紫外線吸収性粘着層の積層位置）
　紫外線吸収性粘着層の積層位置としては画像表示セルよりも視認側であれば特に限定さ
れるものではない。例えば、液晶ディスプレイを例にすると、紫外線吸収性粘着層は、液
晶セルと視認側偏光板との間又は視認側偏光板よりも視認側の任意の位置に設けることが
できる。より具体的に、紫外線吸収性粘着層は、次の位置に設けることができる：液晶セ
ルと視認側偏光板との間、視認側偏光板と飛散防止フィルムとの間、視認側偏光板と表面
保護板との間、視認側偏光板と表面カバーフィルムとの間、飛散防止フィルムとタッチパ
ネル用電極フィルムとの間、２枚のタッチパネル用電極フィルムの間、飛散防止フィルム
と表面保護板との間、表面保護板と表面カバーフィルムとの間など。これらの中でも、液
晶セルと視認側偏光板との間の貼り合わせに基材レスの紫外線吸収性粘着層を用いること
が最も好ましい形態である。
【０１４４】
　なお、視認側偏光子の光源側偏光子保護フィルムが液晶化合物を含有する位相差板であ
る場合は、液晶化合物が紫外線により劣化する場合がある。この場合には、視認側偏光板
より視認側に紫外線吸収性粘着層が設けられることが好ましい。この場合、偏光板と画像
表示セルの間は必ずしも紫外線吸収性粘着剤である必要はない。
【０１４５】
（光源側紫外線吸収性粘着層）
　本発明においては、液晶ディスプレイの場合などの様に、画像表示セルの視認側とは反
対側に光源がある場合は、画像表示セルより光源側にも紫外線吸収性粘着層が設けられて
いることが好ましい。このような場合の紫外線吸収性粘着層の積層位置としては画像表示
セルよりも光源側であれば特に限定されるものではない。例えば、液晶セルと光源側偏光
板との間、光源側偏光板と偏光選択性反射板との間、光源側偏光板と拡散シートまたはレ
ンズシートとの間、導光板と拡散シートまたはレンズシートとの間などが挙げられる。中
でも液晶セルと光源側偏光板との間が好ましい位置である。
【実施例】
【０１４６】
　以下に各図で本発明の構成の詳細な例を説明する。なお、本発明はこの図に限定される
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ものではない。
図１は、テレビやコンピューターのディスプレイなどの例である。上部が視認側で、下部
が光源側である。液晶セル（４１）の両面に偏光板（１、２）が紫外線吸収性粘着層（５
１、５２）を介して積層されている。液晶セルの詳細は図示されていないが、液晶の駆動
電極を設けた２枚のガラス板の間に液晶化合物が封入されており、さらにカラーフィルタ
ーが設けられている。
【０１４７】
　偏光板は偏光子（１１、２１）の両面に偏光子保護フィルム（１２、１３、２２、２３
）が活性エネルギー線硬化性接着剤（図示されていない）を介して積層されている。視認
側偏光子の視認側偏光子保護フィルム（１２）および光源側偏光子の光源側偏光子保護フ
ィルム（２２）は、高リタデーション配向フィルムであるかもしくは複屈折を有しないフ
ィルムである。視認側偏光子の光源側偏光子保護フィルム（１３）および光源側偏光子の
視認側偏光子保護フィルム（２３）は、複屈折を有しないフィルムか光学補償フィルムで
ある。視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルム（１２）か視認側偏光子の光源側偏光子
保護フィルム（１３）の少なくともいずれか一方は低透湿性フィルムである。また、光源
側偏光子の光源側偏光子保護フィルム（２２）か光源側偏光子の視認側偏光子保護フィル
ム（２３）の少なくともいずれか一方は低透湿性フィルムである。
【０１４８】
　最表面である視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルムの視認側表面には、アクリル樹
脂と有機微粒子からなる防眩層（１４）が設けられている。なお、図示はされてないが、
各フィルムの表層には適正な易接着層が設けられる場合がある。また、図示されていない
が、さらに光源側には、サイドエッジの蛍光体型白色ＬＥＤ光源、導光板、レンズフィル
ム、偏光選択性反射板からなる光源ユニットを有する。
【０１４９】
　図２は、スマートホンやタブレットコンピューターなどのタッチパネル一体型液晶パネ
ルの例である。上部が視認側で、下部が光源側である。図１との違いを主に説明する。
【０１５０】
　タッチパネル一体型液晶セル（４２）の詳細は図示されていないが、液晶を封入するガ
ラス板には液晶の駆動電極以外にタッチパネル電極が設けられている。タッチパネル電極
は液晶を封入するガラス板の内面（インセル型）または外面（オンセル型）いずれでも良
い。
【０１５１】
　視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルム（１２）の視認側には、表面カバー（３）が
取り付けられている。表面カバーは任意ではあるがガラス板に飛散防止フィルム（３２）
が積層されている。視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルムの視認側には、紫外線吸収
性粘着層（５３、５４）を介して各種の層が積層されている。図２において、紫外線吸収
性粘着層（５１、５３、５４）のうち少なくともいずれかが紫外線吸収性であれば良く、
かならずしも全てを備えている必要はない。
【０１５２】
　図３は、スマートホンやタブレットコンピューターなどの液晶セル－タッチパネル分離
型の例で、タッチパネルは静電容量型を例示している。上部が視認側で、下部が光源側で
ある。図１との違いを主に説明する。
【０１５３】
　視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルム（１２）の視認側には、タッチパネル部が積
層されている。タッチパネルは透明電極が設けられたフィルムまたはガラスが２枚紫外線
吸収性粘着層（５５）を介して積層されている。透明電極はＩＴＯ電極、金属メッシュ電
極、金属細線、自己組織化（ネット状）導電ペーストなど公知のものが用いられ得る。さ
らに視認側には表面カバー（３）が設けられていても良い。視認側偏光子の視認側偏光子
保護フィルム（１２）とタッチパネル（６）との間には飛散防止フィルム（７１）が設け
られていても良く、その場合は必ずしも飛散防止フィルム（３２）は必要ではない。
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【０１５４】
　また、図３では表面カバー（３）、タッチパネル（６）、飛散防止フィルム（７１）、
視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルム（１２）間は空隙となっているが、粘着層で貼
り合わされていても良い。この場合、透明電極間の紫外線吸収性粘着層（５５）、液晶セ
ルと視認側偏光子の光源側偏光子保護フィルム（１３）との間の紫外線吸収性粘着層（５
１）も含めていずれかの粘着層が紫外線吸収性粘着剤層であればよい。
【０１５５】
　以下に、図１の構成の液晶ディスプレイの製造方法を代表例として具体的な説明をする
。
（紫外線吸収性粘着剤層の作成）
　アクリル酸ブチル７７質量部、アクリル酸メチル３０質量部、アクリル酸２－ヒドロキ
シエチル３質量部からなるアクリル系共重合体（重量平均分子量７０万）１００質量部、
アクリル酸エステル系共重合体（重量平均分子量：７５万）１００質量部（固形分換算，
以下同じ）と、ヘキサメチレンジイソシアネート４質量部、ベンゾトリアゾール系紫外線
吸収剤（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製，ＴＩＮＵＶＩＮ　１０９）１０質量％
をメチルエチルケトンに溶解し２５質量％溶液を作成した。これを、離型コートしたＰＥ
Ｔフィルム（離型ＰＥＴフィルム）に乾燥後の厚さが２３μｍとなるようにアプリケータ
ーで塗工し、９０℃で９０秒間乾燥させ、その後４０℃で３日間エージング処理を行った
。
【０１５６】
（高リタデーション配向フィルムの作成）
　ＰＥＴ（ＩＶ＝０．６２）を常法により乾燥して押出機に供給し、２８５℃で溶解した
。このポリマーをステンレス焼結体の濾材（公称濾過精度１０μｍ粒子９５％カット）で
濾過し、口金よりシート状にして押し出した後、静電印加キャスト法を用いて表面温度３
０℃のキャスティングドラムに巻きつけて冷却固化し、未延伸フィルムを作った。
【０１５７】
　次いで、リバースロール法によりこの未延伸ＰＥＴフィルムの両面に乾燥後の塗布量が
０．０８ｇ／ｍ２になるように、下記の組成の接着性改質塗布液を塗布した後、８０℃で
２０秒間乾燥した。
【０１５８】
（接着性改質塗布液）
・共重合ポリエステル樹脂　４．５質量部
　　　テレフタル酸　４６モル％
　　　イソフタル酸　４６モル％
　　　５－スルホナトイソフタル酸ナトリウム　８モル％
　　　エチレングリコール　５０モル％
　　　ネオペンチルグリコール　５０モル％
・凝集体シリカ粒子（富士シリシア（株）社製、サイリシア３１０）　０．５質量部
・水　５３質量部
・イソプロピルアルコール　３７質量部
・ｎ－ブチルセルソルブ　５質量部
・ノニオン系界面活性剤　０．０６質量部
【０１５９】
　塗布層を形成した未延伸フィルムをテンター延伸機に導き、フィルムの端部をクリップ
で把持しながら、温度１２５℃の熱風ゾーンに導き、幅方向に４．０倍に延伸した。次に
、幅方向に延伸された幅を保ったまま、温度２２５℃、３０秒間で処理し、さらに幅方向
に３％の緩和処理を行い、フィルム厚み約１００μｍの一軸配向ＰＥＴフィルムを得た。
得られた一軸配向ＰＥＴフィルムのリタデーションは１０２００ｎｍ、Ｒｔｈは１３２３
３ｎｍ、Ｒｅ／Ｒｔｈは０．７７１であった。
【０１６０】
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　一軸配向ＰＥＴフィルムの水蒸気透過性は６．８ｇ／ｍ２／ｄであった。なお、水蒸気
透過度は、ＪＩＳ－Ｋ７１２９　Ｂ法に準じて水蒸気透過度測定装置（ＰＥＲＭＡＴＲＡ
Ｎ－Ｗ　３／３１、Ｍｏｄｅｒｎ　Ｃｏｎｔｒｏｌｓ社製）により、温度４０℃、湿度９
０％ＲＨ、２日パージ後測定した。単位はｇ／ｍ２・２４ｈｒである。
【０１６１】
（活性エネルギー線硬化性接着剤組成物）
・３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシ
レート　４０部
・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂　６０部
・ジフェニル［４－（フェニルチオ）フェニル］スルフォニウム　ヘキサフルオロアンチ
モネート（カチオン重合開始剤）　４．０部
・ベンゾインメチルエーテル（光増感剤）　１．０部
【０１６２】
　前記３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボ
キシレートのエポキシ当量は１２６ｇ／ｅｑであり、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂の
エポキシ当量は１８７ｇ／ｅｑであった。また、接着剤組成物の全塩素量は８４０ｐｐｍ
であり、２５℃におけるＢ型粘度計の６０ｒｐｍで測定した粘度は３０００ｍＰａ・ｓで
あった。なお、接着剤組成物の全塩素量は、ＪＩＳ　Ｋ　７２４３－３（ＩＳＯ　２１６
２７－３）に準拠し、硝酸銀溶液による滴定法で測定した。
【０１６３】
（水系接着剤）
・純水　１００部
・カルボキシル基変性ポリビニルアルコール〔クラレポバールＫＬ３１８（株式会社クラ
レ製）　３．０部
・水溶性ポリアミドエポキシ樹脂（固形分濃度３０％の水溶液）〔スミレーズレジン６５
０（住化ケムテックス株式会社より販売）〕　１．５部
【０１６４】
（偏光板の製造）
　上記で得られた高リタデーション配向ポリエステルフィルム（一軸配向ＰＥＴフィルム
）の一方の面に、上記組成の活性エネルギー線硬化性接着剤組成物を、チャンバードクタ
ーを備えた塗工装置によって厚さ２μｍの厚みに塗工した。また、ケン化処理されたトリ
アセチルセルロースフィルム（厚さ８０μｍ）に上記組成の水系接着剤を同様の装置にて
厚さ２μｍで塗工した。
【０１６５】
　各フィルムへ接着剤組成物を塗工した後、直ちに、ＰＶＡとヨウ素からなる偏光フィル
ムの片面にポリエステルフィルムを、もう一方の面にケン化処理されたトリアセチルセル
ロースフィルムを、各々接着剤組成物の塗工面を介して貼合ロールによって貼合した。そ
の後、メタルハライドランプを３２０～４００ｎｍの波長における積算光量が６００ｍＪ
／ｃｍ２となるようにポリエステルフィルム側から照射した後、さらに７０℃に設定した
熱風循環式乾燥機に貼合したフィルムを通し、両面の接着剤を硬化させた。こうして得ら
れた偏光板は、この後、巻き取り装置によってロール状に巻き取られた。偏光子の配向方
向（吸収軸方向）と高リタデーション配向フィルムの配向主軸との角度は９０±３度内で
あった。
【０１６６】
　偏光板の透過率を次の方法で測定した。分光光度計（日立製作所製、Ｕ－３５００型）
を用い、空気層を標準として偏光板の波長３００～５００nm領域の光透過率を測定し、波
長３８０nmにおける光線透過率を求めた。偏光板の３８０ｎｍ光の透過率は４３％であっ
た。
【０１６７】
（液晶ディスプレイの作成）
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　上記で作成した偏光板のトリアセチルセルロースフィルム面に上述の紫外線吸収性粘着
層を塗工した離型ＰＥＴフィルムを貼り合わせた。この紫外線吸収性粘着層を積層した偏
光板から離型ＰＥＴフィルムを剥がし、これをＴＮ方式の液晶セルの両面に貼り合わせ、
液晶パネルを作成した。得られた液晶パネルを市販の小型液晶テレビから取り出した光源
ユニット（サイドエッジ型蛍光体方式白色ＬＥＤ光源、導光板、レンズシート、偏光選択
性反射板（３Ｍ社製Ｄ－ＢＥＦ）の構成）に取り付け、液晶ディスプレイとした。
【０１６８】
　なお、図１の構成の液晶ディスプレイの製造方法を代表例として説明したが、図２、図
３の構成のもの、さらには他の構成であっても、従来の粘着剤の変わりに上述の紫外線吸
収性粘着剤に変更することで製造することができる。
【符号の説明】
【０１６９】
　１：視認側偏光板
　２：光源側偏光板
　３：表面カバー
　６：タッチパネル
１１：視認側偏光子
１２：視認側偏光子の視認側偏光子保護フィルム
１３：視認側偏光子の光源側偏光子保護フィルム
１４：防眩層
２１：光源側偏光子
２２：光源側偏光子の光源側偏光子保護フィルム
２３：光源側偏光子の視認側偏光子保護フィルム
３１：ガラス板
３２：飛散防止フィルム
４１：液晶セル
４２：タッチパネル一体型液晶セル
５１：紫外線吸収性粘着層
５２：紫外線吸収性粘着層
５３：紫外線吸収性粘着層
５４：紫外線吸収性粘着層
５５：紫外線吸収性粘着層
６１：透明電極
６２：透明電極
７１：飛散防止フィルム
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